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生涯教育施設としての大学とその附属研究所の役割
一「市民調査」支援センターとしての地域研究所の可能性一

はじめに

大学の付属研究所を展望する際にまず考えなくて

はならないのが、「どんな大学の何のための研究所な

のか」ということであろう。

「どんな大学か」というのは、①その「地域」の

どのような学生が何を期待して入学してくるのか、

②「地域」がその大学に何を期待しているのか、③

大学の教職員は職場としての大学に何を求めている

のか、ということである。

①の「どのような学生」というのは、象徴的に表

現するのならば、いわゆる「偏差値」である①。出

身高校とそこでの成績は、その学生が大学に求める

ものをかなりの程度規定している。その事実に目を

つぶるのではなく、そういった彼らに必要な教育は

何かと考えるべきであろう。彼らに彼らの知らなかっ

た世界を見せ新たな「夢」を見させるということも

それには含まれる。

②については、過去を「地域」の視点から再評価

し、これからは「何を期待してほしいか」というア

ピールが「地域」に対して必要となるであろう。

③については、建前だけで議論がなされがちな教

育の世界では、実は最も大切な議論である。「教育関

係者たる者、自分の生活や事情など考慮すべきでは

ない」という風潮は、「先生」も生活をかかえた労働

者でしかないという事実とのギャップから、教育の

現場においていびつな形で現れ'ている。すなわち、

あるモノを無いモノとして扱おうとするところから

来る矛盾である②。大学が教職員にとって、やりが

いのある職場であるということは極めて重要なこと

である。大学の教職員自らが学ぶことの楽しさを日々

の業務の中で実感できるシステム作りが不可欠であ

宮城能彦

ろう。

「何のための研究所か」についても同様な議論が

なされるべきである。研究所が単に研究費を補填す

るための機関となるか、それとも「地域」への窓口

となりその可能‘性を広げるには、議論をいかに深め

ていくかにかかっていると思われる。

本小論は、「何のための研究所か」「どんな研究所

にしたいのか」を議論するための叩き台を提示する

ことを目的にするものである。そのためにはまず、

ここ（沖縄大学）が「どんな大学か」についての議

論から始めなければならない。

1．「大学」という名前で呼ばれる様々な教育機関

1．1「大学」をめぐる議論の盲点

国立大学の独立法人化にともなって、「これからの

大学はどうあるべきか」という議論はますます盛ん

になってきた。しかし、戦後の日本社会において

｢大学」とは何であったのかという「学生」あるいは

｢世間一般Jからの問いかけは相変わらずほとんど見

られない。

簡単にいってしまえば、浅羽通明が指摘するよう

に「研究機関も、ステイタス授与所も、モラトリア

ム青年収容所も、一部の職業訓練所も、今後の成人

教育機関も、皆ひとえに大学と呼ばれてしまう現実

がある以上」（浅羽2001:3)③、大学に関する議論も、

今問題にしようとしている、その「大学」と呼ばれ

る機関が、現実にはどのような「学生」を受け入れ、

どのような教育を行い、どのように送り出している

のか、という実体をふまえたものでなくてはならな

い。ところが、いざ大学を語ろうとするとき、我々

は一般論としての大学＝東大や京大をイメージした
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もの、を念頭においてしまう。

もちろん、議論すべきことは我々の「大学」が我々

の「地域」においてどんな役害"1を果たしてきたのか、

果たせなかったのか、これからは、我々の「地域」

に対して何ができるのかということであろう。そし

て、その「大学」に附属する「研究所」も同じこと

が（それ以上に）問われるべきである。

沖縄大学がそのキャッチフレーズとする「地域に

根ざし、地域に学び、地域と共に生きる」とは、具

体的にはどういうことなのか、その本質は何か。実

は、その最も重要な部分についての議論を十分には

継続してこなかったのではないか。

一方で、大学生の基礎学力の低下が話題になって

久しい。

「入学は難しいけれど卒業は易しい」というのが

日本の大学の一般的評価であったのが、今では、「選

びさえしなければどこかに入れる」という時代になっ

てしまった。

しかし、最近の大学生の学力低下問題と地方私立

大学の学生の学力の問題は実は全く同じものではな

いと考えた方がいい。なぜならば、18歳人口の多

い頃ですら、一部地方私立大学④においては、例え

ば「分数の計算ができない学生」も存在したのであ

り、学力問題は存在したからである。ただ、それを

無視、あるいはそれほどまでに考慮しなくても、大

学（の授業）が成り立っていたというだけである。

その構造は、浅羽通明が明らかにしているように

(浅羽1996)⑤、要するに、大学生の学力を考慮しな

い授業でも「だれも困らなかった」からである。国

立大学や偏差値の高い大学は別として、現在の「大

学生の低学力」の問題は、最近始まったのではなく、

最近になって顕在化・社会問題化したという方が的

確であろう。

1．2地方私立大学の現状

現在の地方私立大学の現状をどのように表現すれ

ばよいのだろうか。実は私自身が沖縄大学に赴任し

た5年前から、私のもっている「大学」のイメージ

と沖縄大学の現実とのギャップに悩み続けている。

｢大学とは何か」を問い続けざるを得ないのだ。赴任

して1年が過ぎる頃（4年前)、私は学生へ向けて次

のような文章を書いた。今読み返してみても、地方

私立大学の現状と問題点を浮き彫りにしていると思

われるし、そういった「大学」が東大や京大あるい

は地方国立大学と同じように語られるのには無理が

あることを理解してもらえると思う。

大学って何？去年，ここに転勤して来てからずっと考

え続けている。

私が考えている大学というのは極めて単純だ。「学びたい

人が学びに来るところ」そして「学ぶための施設と情報と

教師がそろっているところ｣。それは，大学の一般的なイメー

ジと同じだと思う。しかし同時に，「大学には学びたい人だ

けが来ているのではない」むしろ「大学生は遊びの方が本

業だ」というのが常識になってしまってもいる。

以前，大学生の3割が勉強しに来る本当の学生で，残りの

7割は授業料を納めてくれるお客さんだ，というのを聞い

たことがある。また，「大学はサービス業である。だから，

『客』のニーズを知りそれに答えるべきだ｡」という台詞が

聞かれるようになって久しい。私も大学はサービス業だと

思っている。そういった意味で，現在の学生の興味や価値

観，時代の流れに対してある程度敏感でなくてはならない，

と思う。

しかし，である。今，そういった発想が，「少子化」の下，

あまりにも安易に受け入れられすぎてはいないだろうか。

入試の試験科目・内容をはじめ，どうも学生を甘やかしす

ぎているような気がする。大学が大学生や受験生に蝿びて

いるように思えてしょうがないのだ。いまや県内の多くの

高校は，あま0勉強しなくても卒業できてしまう。それと

同じように，大学で学んでいくためのレデイネスー基礎学

力すらない生徒を入学させ，卒業させようとしているよう

だ。

出勤して来て最初に目に入るのは，勉強をしに来たわけ

では絶対にない－としか思えない格好の「学生」達が携

帯を片手にふざけあっている姿だ。萎えそうになる気持ち

を奮い立たせつつ授業に臨むと，今度は私語の嵐。もちろ

ん私は授業中の私語は絶対に許さない。しかし，私語をさ

せまいとする努力は物凄いエネルギーを必要とし，また虚

しさだけが残ってしまう。

「学生の私語は，わかり易くて面白い授業をしようとし

ない先生に原因がある｣，マス・メディア辺りではそう言っ

てしまうだけで何かが解決できると思っている人も未だに

いるようだ。ところが，「わかり易くて面白い授業をしよう」

としてもできない，させてくれない現実もあるのだ。つま

り，それ以前の聞くほうのマナーといったレベルの問題で

ある。「寝てもいいから，お喋りだけは勘弁してくれ」と言っ

ても私語は止まらなかった，という話をよく聞く。
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しかし，中には勉学意欲に燃える学生も少なくない。特

に社会人の場合自腹を切って学びにきていることもあって，

その表情は真剣だ。そういった学生のためにも頑張られば

と思い直し，でもやっぱり・・・の繰り返しである。

映画館に入る。せっかく入場券を買って入ったのに映画

はつまらなかった。つまらないと関係者に文句をいうこと

はできるだろう。でも，面白くないないからといって，他

の客に迷惑になるようなおしゃべりは許されない。それと

同じだということが彼らには解からない。

入学生の基礎学力低下への対応策は，次のうちどちらか

である。基礎学力から積み上げていくようなカリキュラム

に変更するか，または，大学の教育内容のレベルを入学生

に合わせるかである。全国的に前者の方向へ努力している

大学は多い。しかし，私は,どこか基本的なところで間違っ

ていると思う。

中学や高校は基礎学力を身につけるようなシステムになっ

ている。教えるべき内容や分量，時間配分まで決められて

おり，教師はそれに従って教えていけばよい。そのシステ

ムは，文字や計算力の習得にはかなりの程度合理的なもの

だ。しかし，大学のように学習指導要領もなく，全てが教

師個人に任されているといった「自由」なシステムではそ

れに対応できない。おまけに，授業を聞く態度ができてい

ないので，まさに中学校や高校の先生が苦労しているよう

な「生徒指導」をもしなくてはならない。大学の先生には

無理な話だ。

少子化が進み，（－部を除いて）そんなに勉強しなくても

高校に入学できるようになった。大学も同じだ。良し悪し

は別として，かつては高校に行くために頑張って勉強しな

ければならなかった。だから，多くの中学生は勉強した。

もちろん過度な競争は弊害もあっただろう。でも，今は勉

強しなくても大学に入れそうな勢いである。本来高校で身

|こ付けるべき知識や技術・マナーを大学で教える。本来中

学校で教えていたことを高校で。それの歯止めは何処でか

ければいいのだろうか。このまま，学生に合わせていって

何処までレベルを下げていけばいいのだろうか。

私は，大学で学んでいくための基礎学力とマナーを習得

した学生だけを入学させるべきだと思う。いわゆる大学入

学資格検定である。それを全国的にやるか大学が個別にや

るかは別として，それが具体的に何なのか，その基準を教

科ごとに明示する必要があるだろう。基礎学力がないから

大学に入れません，ではなく，これだけの知識と技術とマ

ナーを身に付ければ大学で学べますよ，というのが重要だ。

それを高校や予備校で学べばよい。

そんなことを書けば，「基礎学力というけれども，勉強だ

けが学力ではない」なんて変な言いがかりが必ず返ってく

る。文部省も「新しい学力観」などと訳のわからないこと

を数年前言い出した。そして今，日本はそんな方向に向かっ

てしまっている。

逆説的に聞こえるかもしれないが，勉強だけが全てでは

ない。当たり前である。世の中には勉強が嫌いな人，勉強

には向かない人，だけど立派な人は沢山いる。むしろ，「学

校の勉強もできて立派な人｣,cfcljも「学校の勉強は嫌いだっ

たけど立派な人」の方がはるか|こ多いだろう。それならば、

学校の勉強が嫌いな人を無理に大学に入れてしまったら，

立派になるはずの人をつぶしてしまうかも知れない。

つまり，大学は学校の勉強が好きな人だけが来ればいい

のである。あるいは勉強が必要になった人が来るところだ。

ただそれだけである。大学に入学できたから頭が良い訳で

も，大学で教えているから偉い訳でもなんでもない。学校

の勉強が嫌いな人は別の勉強をすればよい。大学で学べる

ことよりも，社会で学べることのほうが多いのだから。

それでも，大卒でないと就職できないではないかという

反論はあるだろう。そういう人はもう少し冷静に現実を見

てほしい。どんな大学にどんな求人がきているか。伝統あ

る大企業は偏差値の高い大学に求人を出すし，いわゆるベ

ンチャー企業は出身大学よりも，個人としての力量を見る。

すなわち，「とにかく一応大学卒の資格だけはあります」な

んて学生は結局どこからも相手にされないのだ。

さて，これだけ書けば，大学とは何か，答えは出ている。

別に新しいことを書いたわけではない。分かりきっている

ことを書いたに過ぎない。しかし，この現実とのギャップ

をどうすればよいのかという問題はまだ残っている。そう，

学校での勉強が好きなわけでもなく，勉強する気もない，

本も読めない，漢字も読めない，日本語の文章も書けない。

現実に目の前にいる学生たちをどうすればいいのか。

一つは，受け入れた以上，責任をもって面倒を見るとい

う考え方。高校の先生のように「生徒指導」もし，勉強の

楽しさを教え,基本的な日本語から教えていく。それは，

確かに聞こえはいい。マスコミ受けするかもしれない。し

かし，すでに述べたように，殆んど不可能だ。私立大学の

教員一人に対し学生は約80名。小学校入学から12年間でで

きなかったことを，大学の4年間でやることは無理だと言う

しかない。

もう一つは，そういった学生は「お客さん」だと割り切

り，適当にあしらって適当に単位をあげて，適当に卒業し

てもらうというやり方だ。その方法は，非常に現実的だが，

やはり教師としての罪悪感が絶えず付きまとう。本当にそ

れでいいのかと。外部から職業倫理を問われてもしかたな

いだろう。

残念なことに，私にはこれ以上の案は思い浮かばない。

で，どちらともいえない方法になってしまう。すなわち，

一生懸命にそういった学生をも指導して何とか勉強の面白

さを伝えようとするけれども，結局，体力気力が続かず行

き詰まる。無理をする分，かえってやる気のある学生に迷

惑をかけているのではないかと悩む。結局、具体的な方法

はこれからも試行錯誤していくしかないのだ。
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1．3生涯教育施設としての大学

このエッセイは、当然のことだが、真面目な学生、

特に社会人学生からの反応が大きかった。一番多かっ

たのは「よくぞ言ってくれました」というものであ

る。授業中の私語のひどさに悩まされているのは、

勉学意欲のある学生も同じなのだ⑥。

あれから4年、自分なりに試行錯誤をしてきたつ

もりである。機会あるごとに内外の親しい大学教員

と情報交換をし、大学教育学会の議論にも参加した

が、多くの教員が程度の差こそあれ同じ悩みをかか

えて試行錯誤していることがよくわかった⑦。この

エッセイにストレートに書いているように、当時は

｢学ぶ意欲のない学生は入れるべきではない」と考え

ていたが、現実はそれとは逆の方向に進んでいる。

もはや、そんな賛沢なことは言っていられない状況

で、とにかく入学させた責任をどうとるか、入学時

の学生の学力・意欲を問うこと以上に、入学後にそ

れをいかに高めていけるのかについての方法を模索

するしかないというのが「現実」である。とするの

ならば、このような大学を「最高学府」として考え

るのではなく、学びたいときに誰でも学べる「社会

教育施設」「生涯学習施設」として捉え直し、根本か

ら変えていく方がいいのではないか、というのが現

時点での私の考えである。

もう一つ重要なことは、当時の私は、学生の授業

に対する態度や意欲ばかりに目がいってしまって、

彼らの持っている潜在的能力や可能性についてまで

は理解できなかったということである。

例えば、先日行われた学生による卒業パーティー

では、その企画力、出演者への交渉力、そして、伝

統芸能や歌、踊りなどといった分野にプロ級の学生

が多く存在していたことを改めて知ることができた。

社会福祉の現場実習や教育実習、ボランティア活動

等の場では教室とは同一人物と思えないほどにその

意欲と能力を発揮する学生は少なくない。そして、

むしろ地方私立大学の学生にこそそういった人材が

多くいるのかもしれない。

彼らの、興味関心と、能力を生かすにはどうした

らいいのか。それは、大学のカリキュラムや授業内

容・方法を工夫・改善するといったレベルではなく、

全く新しい発想、「大学は誰に何を教えるところか」

｢大学とは何か」についてのパラダイムの転換が迫ら

れているのである。地方私立大学ほど、「何のために

学ぶのか」「それを学んで何になるのか」について教

員が自覚的、かつ学生に明示できなくてはならない

のだ⑧。

しかし、そうなると、教える側は大きな問題を抱

かえることになる。大学には学習指導要領があるわ

けではなく、社会福祉士国家試験関連科目といった

一部の国家資格関係科目以外は、詳細な部分で何を

教えようと実質的に自由である。そのせいもあって

多くの教師が、自分の学んできたことを基礎に講義

を展開しようとする。そしてそれは、研究者になる

ための基礎としての講義になりがちである。その学

問を学ぶことが「当たり前」のこととして、それを

前提に授業をする。ところが99％以上の学生が将

来研究者になるわけではないので、このような講義

が多くの学生にとって面白くないのは当然である⑨。

そして、教師はそういったことを真筆に考え実行

しようとすればするほど、自らの研究と教育内容と

のギャップに悩むことになる。学生に合わせようと

すればするほど、講義内容のレベルを落としがちで

ある。理想は研究と授業が直結していることだが、

そうするためには授業を手抜きして研究業績を積み

大学院の教員になるしかないという悪循環に陥る。

学生のニーズに合った授業というのは、言うのは容

易だが、実行するためには果てしない努力と能力を

必要とするものだ⑩。

地方私立大学の特徴を、これまで記したことを併

せて整理しておこう。

①学生の基礎学力は全体的に低く、かっ幅があ

る。学ぶ意欲についても同様である⑪。

②ただし、より具体的なこと、特に体を使って

何かをやることについては多くの学生が興味

を示し、潜在的能力を有している。

③そういった学生達に対する授業の内容・方法

としては、従来の「研究者になるための基礎」

を暗黙の前提としたものではなく、「何のため」

「何の役に立つのか」を明確にした上で、学
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生が興味・関心を抱くものでなくてはならな

い。

④教員としては、学生にわかりやすい授業を展

開しようとすればするほど、研究内容とのギャッ

プに‘悩む。

さて、地方私立大学の現状を見れば、戦後の日本

において「大学」と呼ばれる教育機関は、実は同じ

ものではないことがわかる。実質的には、少なくと

も3種類に分類して、その役割や教育内容を吟味す

る必要があると思われる⑫。．､

1．戦前の大学のような国家のエリートや研究者を

養成する教育機関

2．地方の1日国立（独立行政法人）大学のように、

その地方（都道府県）のエリートを養成する教

育機関。

3．生涯教育施設としての大学。

第3の大学＝生涯教育施設としての大学の役割は

明確である。「学びたい人」「学ぶ必要がある人」が

年齢や学力に関係なく⑬、学びたい時、学べる時に

学べる場である⑭。

それでは、生涯教育施設としての第3の大学には

｢附属研究所」は必要ないのであろうか。私は、むし

ろ逆に生涯学習センターだからこそ附属研究所は必

要だと考えている。

2『市民」調査支援センターとしての地域研究所

生涯教育センターとしての大学に何故附属研究所

が必要なのか。そういった大学は「教育」に特化し

た機関として機能すべきではないか。確かに、従来

のイメージ＝「世俗」とはかけはなれた空間におけ

る専門家集団の巣窟という意味での研究所は必要な

いであろう。

しかし、生涯学習センターとしての大学にとって

最も重要なことは、そこが世間一般から何を期待さ

れ、何をなすべきかという判断である。そのために

は、一般世間との繋がりをもち、その研究をしなけ

ればならない。地域社会の中での自らの存在を相対

化し、かつその中に研究テーマを見いだすことによっ

て、先に述べた「研究と教育のギャップ」を埋める

こと、いやむしろそれを逆手に取ることができる。．

その際のヒントとなるのが「市民調査」である。

2．1「市民調査」と大学

市民調査とは、市民による市民のための調査・研

究であり、地域の問題を地域住民の手で解明し解決

していこうとする実践面からのアプローチである。

例えば、熊本県水俣市で「地元学」を提唱している

吉本哲郎氏は「地元学とは、郷土史のようにただ調

べて知るだけでなく、地元の人が主体になって、地

元を客観的に、地域外の人の視点や助言を得ながら、

地元のことを知り、地域の個‘性を自覚することを第

一歩に、外から押し寄せる変化を受け止め、内から

地域の個‘性に照らし合わせ、自問自答しながら地域

独自の生活（文化）を日常的に創りあげていく知的

創造行為である｡」（吉本2001:195)⑮と定義してい

る。ここで市民調査について詳細に述べる余裕はな

いが、すでに全国各地において「市民による調査」

が展開され、その課題と可能性が議論されているこ

とは念頭に置いた方がよいであろう。

市民調査の特質と意義・有効性等について、宮内

泰介の論文に基づいて紹介しておこう。

宮内は市民調査の必要‘性を、職業的研究者からの

側面と、社会からの要請という側面から整理してい

る。（宮内2003:）⑯

職業的研究者にとっての市民調査の可能性は、「フィー

ルドワークの多様‘性を社会的な実践へと転化するた

めのくしかけ〉として」というところにある。それ

は、①「調査主体が多様であれば、フィールドワー

クの多様'性から意味のあるポイントを引き出し、解

決へ向かう可能‘性は高くなる」こと、②「調査する

主体そのものをずらしてみる」ことによって、「調査

対象について書くということが」結局は「既存の権

力関係を維持させていることになるのではないか」

という批判に答えるためのひとつの可能'性を見いだ

せるのではないかということ、③同様に、「‘調査主

体の自己反省’という‘泥沼’から抜け出す」ため

の方法としても有効ではないか、ということである。

「社会からの要請」には様々なレベルがあるが、
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主に「（1）市民活動からの要請、（2）市民参加型

政策プロセスからの要請、さらに（3）市民のエン

パワメントからの要請」がある。

厳密な「科学的」調査に比べて市民調査は実践的

で、地域の問題発見と問題解決にその目的がある。

そして「自分たち自身の状況が置かれている状況を

知り、何が望ましいか、何をすべきかを考える」（宮

内2003:53）調査であるために、地域の問題解決と

いう点において、「科学的」調査より有効的だといえ

る。しかし、市民調査には、「資金、人材、ノウハウ、

時間といった種々の資源が欠如して」（宮内2003:53）

おり、「市民調査を社会的な力とするためのくし<み

〉やくしかけ〉」（宮内2003:53）のひとつとして大

学等による支援をあげている。

要するに、市民調査は、大学における職業的研究

者においても地域社会においても、現状を打破し可

能‘性を広げるという意味で非常に魅力的なものであ

る。宮内の指摘は、我々沖縄大学とその附属機関で

ある地域研究所の将来を展望する際にも非常に示唆

に富むものであろう。

地域研究所が市民調査支援センターとして機能し

我々がそれに関わることによって、（先に述べた）地

方私立大学が抱える様々な問題から抜け出す方法を

見いだすことができるのではないだろうか。そして、

その結果が、社会からの要請に対する答えになる可

能′性があるのなら、それこそ、「地域に根ざし、地域

に学び、地域と共に生きる」ということになるので

あろう。

ただし、ここで注意しなければならないことがあ

る。それは「市民調査」支援センターは、従来の

｢市民運動」の活動支援あるいは拠点としての大学と

いうイメージとは異なったものであるということで

ある。簡単に言えば、それは、「運動」そのものに重

点を置くか「学習」に重点を置くかの違いである。

両者共に地域問題の解決を目的にしている以上結果

として同じではないかという批判もあると‘思われる

が、私はどちらに重点を置くかということは非常に

重要だと考える。それは、問題解決に当たっての行

政との関係の取り方や「市民」の感』性と科学的調査

結果のギャップの埋め方に現れてくる。

2．2生涯教育施設における附属研究所の可能性

それでは、なぜ生涯教育センターに市民調査を支

援する研究所が必要なのであろうか。

そのためには、再び沖縄県における大学進学者

について検討してみる必要がある。（図1）

2003年度（平成15)の高等学校

卒業者の内、大学学部に進学する

者は25％、ちょうど4分の1であ

る。大学進学という進路を選択す

る（させる）家庭の教育・経済環

境を考えれば、それが沖縄県にお

ける比較的上の階層であることは

容易に判断できる。大学学部進学

者･の内、さらに比較的高所得者層

の子弟は他府県の国公私立大学へ

進学する割合が高いと考えられる

から、県内の私立大学、特に沖縄

大学に入学して来る層はその25％

の内の下層部分だと判断してよい

だろう。

さらに、専修学校へ進学する者

と沖縄大学へ来る者の相違はどこ

図1．沖縄県における進路別高校卒業者数

それ
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にあるであろうか。これについては、高校の進路指

導担当教諭や専修学校講師からの聞き取り、そして

大学教員としての自らの経験と学生からの聞き取り

等によって全体的なイメージとして示すしかないが、

四年間を学生として過ごせるだけの親の経済力、親

または本人の「大学」あるいは「大卒」という肩書

きに対する期待、のみならず、意識的あるいは無意

識に、自己と向き合あおうとする欲求があるように

思われる。（それは、非常に幼い形で現れることも多

いのだが）

高校卒業後の進路を大まかに見てみると、大学・

短大進学、専修学校進学、その他（無職・フリーター）

がそれぞれちょうど三割ずつを占め、残りの約1割

が就職している。すなわち、沖縄県において沖縄大

学に来る学生の層というのは、「大衆」の中でも比較

的上層の部分ということになる。自らの小さな幸福

の追求や保身に専念しやすく社会の風潮に流されや

すい人々を「大衆」とし、「市民」を、個々の自由な

判断に基づいた自主的な行動を尊重し問題発見・解

決の主体となりうる個人とした場合、「大衆」のまま

でいるのか、主体的な「市民」となりうるかのボー

ダーライン上に位置しているのが、沖縄大学の学生

ということになるだろう⑬･

だとするのならば、大学教育の目的もそういった

主体的な「市民」の育成ということになる。市民調

査を「市民」生成の一プロセス＜宮内2001：65)⑲

とみなすならば、生涯教育施設としての大学の附属

研究所が市民調査の支援センターであるということ

のメリットは様々な意味において大きいと思われる。

例えば、市民調査と関わることによって「何のため

に、何の役に立つのか」という学生からの問に、学

生が納得する形で答えられる契機を得るかもしれな

いし、また、市民調査との関わりそのものに学生が

興味をもってくれる可能‘性はかなり高いと考えられ

る。さらには、すでに述べたように、将来職業的研

究者になるわけではない彼らと共に学んだり調査に

出かけたりすること自体、すでに市民調査を実践し

ているようなものである。

考えてみれば、赴任したばかりの私自身がそうで

あったように、授業が成り立たない責任を学生に押

しつけるだけで、なぜそうなるかについて、現に今

ここにいる学生の分析を研究者でもある教育がして

こなかったのである。その方法についても我々大学

教員はむしろ市民調査の側から示唆を受ける場合が

あるのではないだろうか⑳。

また、私が所属する沖縄大学福祉文化の場合、彼

らが希望し実際に就職するのは、行政における指導

的立場ではなく、ほとんどが社会福祉施設における

介護職等の現場で実際に体を動かす仕事である。彼

らの現場における具体的な問題の発見と解決のため

に、大学や大学の研究者が（サポートというよりも）

共同研究者として関われないか。そのことによって、

社会福祉の現場も大学も豊かなものになりうるので

はないか。その窓口としての附属研究所は役割を果

たすことができないか。

すなわち、市民調査支援センターとしての大学附

属研究所は、学生と大学教員（研究者）とそれぞれ

の現場、そして地域社会を結びつける「しかけ」と

なりうるのである。

今度は冒頭で述べた「③大学の教職員は職場とし

ての大学に何を求めているのか」について考えてみ

よう。以上で述べたことから、教員が研究所の活動

を通じて教育と研究のギャップを埋めることで、授

業や学生との関わりを楽しいものにできる。そして、

事務職員にとっても同様なことが期待できるのでは

ないだろうか。

事務職員にも追求したい研究テーマが明確ではな

いにしろあるはずである。それを附属研究所に何ら

かの形（例えば特別研究員）でその一員となること

によって、身近にいる職業的研究者の助言を受け、

あるいは共同研究という形で調査・研究を行えばよ

いのである。そして、その研究内容は自らのスキル

アップに直接繋がるような内容であってもよいし、

共に大学というフィールドの調査研究を行ってもよ

いし、あるいは仕事とは全く異なる研究でも（むし

ろ）よいと思われる。せっかく、同じ教育・研究の

場で仕事をしていながら、その資源を生かさないの

はもったいないことである。事務職員は研究所を通

じてステップアップを、研究者や研究所は事務職員

を巻き込むことによって、市民調査同様に自らを豊
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かにしていけるはずである⑳。

おわりに

当初、「地域研究所の未来展望」という4～5枚程

度のエッセイを書くつもりが、書き始めると止まら

なくなってしまった。十分に考え尽くされた文章と

は決していえない。ただし、議論を喚起するという

意味で掲載する意義はあるのではないかと勝手に判

断した。本稿で述べたかったことは極めて単純なこ

とである。

①沖縄大学のような地方私立大学を生涯教育施設

として位置付け、組織、カリキュラム、その他

を根本から組み立て直していく必要がある。（た

だし、「現場」の声を反映した改善を積み上げて

いくことが重要である｡）

②その際のキーワードのひとつとなりうるのが

「市民調査」ではないか。大学の外に対しても

内（学生）に対しても。

③大学がそこで働く者にとって「楽しい」場であ

ることが極めて重要だと思う。大学教員にとっ

ても事務職員にとっても「学ぶ」場であるとい

うことを意識化することが重要である。

註

①「偏差値」という言葉に対し未だにアレルギー

をもっている人も多いが、ここでは象徴的に使用し

ている。ピエール・ブルデューの「文化的再生産」

｢文化資本」「象徴的暴力」といった概念や、ランド

ル・コリンズの『資格社会一教育と階層の歴史社会

学』に述べられていることは、偏差値の低い地方私

立大学で教え、ある程度学生との関わりのある者な

らば日々実感していることではないだろうか。

②例えば、そういった椅麗事の元、多くの教師が

実際には「雑用」に追われているという現実や、学

生・生徒のための仕事を一部の教員のみが引き受け

ざるを得ず、学校現場がかなり不平等な職場である

ということにも現れている。要するに「生徒・学生

のためだから」という理由で「仕事」は無限に増え

続けているのであるが、それは一部職員の犠牲と本

来の仕事への悪影響という形で実際には処理されて

いるのである。

③浅羽通明，2001,「それぞれにとってそれぞれの

大学があって・・・大学論と棲分け」『流行神』特別

号（2001.11.04）：3

④「地方私立大学」という言い方は、もちろん象

徴的な表現である。低偏差値の大学と言ってもよい

が表現がストレートすぎるのでやめた。東京にも

｢地方私立大学」は多く存在する。

⑤浅羽通明、1996,『大学で何を学ぶか』

⑥4年前のエッセイをあえて掲載したのは次の理

由からである。(1)未だに「偏差値」是認か「反偏差

値」かという議論を展開してしまう場合も少なくな

い。しかし、現場はもっと深刻なのである。そのこ

とを具体的に示したかったこと。（2）「入試問題を難

しくすれば優秀な学生が入学してくる」などという

安易な現状認識の大学関係者は、少なくとも「現場」

には存在しないということ。（3）「反偏差値」勢力は、

18歳人口の減少に伴い、結果的にはかなりの成果

をあげたと思われる。けれども実現したのは受験の

過当競争の解消ではなく、勉強しなくてもどこかの

大学には入れるということであった、ということ。

(4)しかし、スローガンばかりで具体的な制度・カリ

キュラム等の研究・実践はなおざりであったこと。

(5)従って、これらの問題は現場の個々の大学教員が

引き受けざるを得えないこと（あるいは無視して旧

態依然たる授業を続ける)。(6)しかし、教員個々の

努力といったレベルではもはや対応できないこと。

⑦ただ、「最近の学生の基礎学力の低さには本当に

困っている」という発言をした先生が旧帝国大学工

学部の方であった時は、さすがに悩みの共有はでき

ないと思った。

⑧それは、その研究が「面白いから」「楽しいから」

であっても、とりあえずはいいと考えている。

⑨エリートや研究者の養成を主たる目的としない

大学における「おもしろい」「ためになる」講義とは

どのようなものかを考える際のキーワードは「教養」

である。ただし、多くの人が指摘しているように、

｢教養」教育の重視＝幅広い分野の知識が必要＝「設

置科目数を増やすべきだ」という安易で本質から遠
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ざかつた議論に陥りがちである。もちろん、重要な

のは「教養」とは何か、彼ら（大学生）にとっての

教養とは何か、という議論である。この議論なくし

て、大学のカリキュラムをはじめとした「改革」は

あり得ないが、本論の直接の目的ではないので割愛

する。

⑩最近では、同じような問題に直面している多く

の大学で新しい試みがなされており、その報告も少

なくない。また、沖縄大学でもいくつかの実践が行

われているが、この小論の目的からは広がりすぎる

ので、その紹介等は省いた。

⑪私の場合、1年生向け入門ゼミである「問題発

見演習」の二部のクラスで、一度大学を卒業して社

会福祉の専門職に就いている社会人学生と、漢字が

ほとんど書けないばかりでなく筆記用具すらなかな

か持ってきてくれない学生、「好きな食べ物は？」と

いう質問にも首を傾げるだけで返事が出来ない学生

を同時に授業しなければならないといった経験があ

る。

⑫その他に、教育機関とは別の独立した研究所を

増やし（あるいは一部の国立大学をそれに転換し）

大学の教員も数年に一度の割合でそこで研究に専念

できるようにすることが理想であろう。

⑬かといって「基本的な読み書きの能力」がない

者をいきなり大学の授業に参加させるということで

はない。そういった入学生にも対応できるシステム

をつくるということである。その対応とは特別授業

とか補習授業などというレベルではない。

⑭戦前は義務教育終了後の中等・高等教育は複線

で様々な学校があった。戦前の青年学校を含めたそ

の教育制度・内容を再検討する必要があるだろう。

⑮吉本哲郎，2001,「風に聞け、士に着け一風と士

の地元学」『増刊現代農業』52,農山漁村文化協会：1

95．

⑯宮内泰介,2003,「市民調査という可能性」『社

会学評論』53(4)：568-569.

⑰もちろん、ここでは一般的イメージとして言っ

ているのであって、すべての「市民運動」が行政と

対立的関係にあるわけではない。この点については、

森住，2000：36，および同202-215,が大いに参考に

なる。（森住明弘，2000,「市民活動は社会実験」『実

学民際学のすすめ』コモンズ）

⑱「市民」という言葉に抵抗感がないわけではな

いが、（そういった理念型の「市民」がありうるのか

といった議論も含めて）とりあえずはそれ以上の言

葉が見当たらないため、本文に記した意味で「市民」

を使用している。また、そういった意味での「市民」

であることが無前提に「よいこと」とは考えていな

いし、この辺りの議論にはとても興味はあるのだが

ここで展開する余裕はない。

⑲宮内泰介，2001,「環境自治のしくみづくり一正

当性を組みなおす」『環境社会学研究」7：56-71.

⑳「自分が提供する情報が学生に興味をもたれな

くなったら、その内容を振り返り、自分がわかりた

かった時代や環境との違いを認識し、再編すること

が肝要です。『なぜか』や『どのようにすればよいか』

は、『わからないこと』ですから、研究行為そのもの

です｡」（森住，2000：23-25）

⑳事務職員個人のスキルアップまで市民調査の範

囲に入れるべきかという議論は必要であろうが、わ

たしは、「知りたい」「調べたい」と思った人が、「科

学的調査研究」の方法を極力利用した形で、より洗

練された研究をめざすことすべてを「市民調査」と

位置づけたいと考えている。こうなると従来の「社

会教育」「生涯教育」と何ら変わらないように思われ

るかもしれないが、それらは「啓蒙」という側面が

強く、しかもその内容が教育学以外の専門的・科学

的方法や成果とはほとんど無縁のものであるという

本質的な点（要するにベクトルが逆という点）で

｢市民調査」とは異なるものである。
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